
参考資料

精神医療



地域生活支援体制の強化 普及啓発の重点的実施

精神医療の質の向上 地
域
を
拠
点
と
す
る
共
生
社
会
の
実
現

「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」概要

● 「改革ビジョン」 の「入院医療中心から地域医療中心へ」
という基本理念の推進

● 精神疾患にかかった場合でも
・質の高い医療
・症状・希望等に応じた、適切な医療・福祉サービス

を受け、地域で安心して自立した生活を継続できる社会
● 精神保健医療福祉の改革を更に加速

精神保健医療体系の再構築

l患者が早期に支援を受けられ、
精神障害者が地域の住民として
暮らしていけるような、精神障害
に関する正しい理解の推進

l地域生活を支える障害福祉
サービス、ケアマネジメント、救
急・在宅医療等の充実、住まい
の場の確保

l地域医療の拡充、入院医療の
急性期への重点化など医療体制
の再編・拡充

l薬物療法、心理社会的療法な
ど、個々の患者に提供される医
療の質の向上

◎ 精神疾患による、生活の質の低下や社会経
済的損失は甚大。

◎ 精神障害者の地域生活を支える医療・福祉等
の支援体制が不十分。

◎ 依然として多くの統合失調症による長期入院
患者が存在。これは、入院医療中心の施策の
結果であることを、行政を含め関係者が反省。

「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（平成１６年９月から概ね１０年間）の中間点において、
後期５か年の重点施策群の策定に向け、有識者による検討をとりまとめ 【平成２１年９月】

l人員の充実等による医療の質の向上

目標値

l統合失調症入
院患者数を15万
人に減少<H26>
l入院患者の退
院率等に関する
目標を継続し、
精神病床約7万
床の減少を促進。

～「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」報告書 （座長：樋口輝彦 国立精神・神経センター）～

l施策推進へ
の精神障害者・
家族の参画
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入院
医療

外来・
在宅医療

l人員基準の充実
l救急・急性期医療の確保
l重症度に応じた評価体系
l認知症への専門医療の確保
l身体合併症への対応の強化、

「総合病院精神科」の機能強化

基本的考え方

u精神保健医療の水準の向上
u医療機関の地域医療の機能充実を促進
uニーズの高まっている領域への重点化

u入院医療の再編・重点化
u医療機能の充実と適切な
評価

l統合失調症入院患者数の目標値
19.6万人<H17>→15万人<H26>

（認知症はH23年度までに設定）

l障害福祉サービス・介護保険サービスの充実
l高齢精神障害者の生活の場の確保

l疾患等に応じ
た医療の充実

・気分障害
・依存症
・児童思春期

l早期支援体制
の充実

l精神科救急医療の確保・質の
向上
l在宅医療（訪問診療・訪問看護

等）の充実・普及
l精神科デイ・ケアの重点化
lケアマネジメント機能の充実
l未治療・治療中断者等に対す

る支援体制の強化（危機介入）
l重症者の在宅での包括的支援

の確保

u地域生活を支える医療
の充実

急
性
期

長
期
の
療
養

u地域生活支援体制の整備
u地域移行の促進
u病床数の適正化

改革の具体像

u医療機関の機能の改革
の円滑化

１ 精神保健医療体系の再構築

l平均残存率・退院率
の目標により精神病床
約7万床の減少を促進

l地域医療体制・高次の
医療体制の確保
l「４疾病５事業」への位

置づけの検討
l医療従事者の確保
l保健所・精神保健福祉

センターの機能強化
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○ 患者の状態像や病棟の機能に応じた人員基準・評価の充実、医療法に基づく人員配置標準の見直し等による
精神病床の医療の質の向上。

＜統合失調症＞
○ 今後減少が見込まれる統合失調症の入院患者の減少を一層加速。
※ 入院医療の充実による一層の地域移行、精神科救急医療や在宅医療等の地域医療の充実、障害福祉サービスの

一層の計画的な整備等の施策を推進。
※ 平成26年の改革ビジョンの終期において、平成27年以降における更なる減少目標値を設定し、各般の施策を展開。

○ 高齢精神障害者の適切な生活の場を確保するため、介護保険サービスの活用等について検討。

＜認知症＞
○ 認知症高齢者をできる限り地域・生活の場で支えるという観点や、認知症の専門医療機関の機能を更に明確化・重点

化する観点も踏まえて、精神病床や介護保険施設等の入院・入所機能とその必要量等を明確化。
○ BPSD（認知症の行動・心理症状）や、急性期の身体合併症を伴う患者に対応する専門医療機関の確保。
○ 介護保険施設等の生活の場の更なる確保と適切な医療の提供、介護保険サービスの機能の充実等について検討。
※ 生活の場の更なる確保に当たっては、既存の施設に必要な機能を確保した上で、その活用を図るという視点も必要。

＜身体合併症＞
○ いわゆる総合病院精神科における、精神病床の確保、機能の充実等、一般病床における精神・身体合併症患者の

診療体制を確保。

精神保健医療体系の再構築

①入院医療の再編・重点化

○ 気分障害の早期発見、診断のための、内科医や小児科医等との連携の推進、診療ガイドライン等の作成等による医療の
質の向上。

○ 依存症に対する医療の機能強化、依存症のリハビリ施設や自助グループの支援のあり方の検討等、依存症患者の回復
に向けた支援に係る総合的な取組の強化。

○ 児童・思春期精神医療に専門的に対応できる医師数の拡大、専門病床・専門医療機関の確保や身体合併症への対応等
の医療提供体制の拡充。

②疾患等に応じた精神医療等の充実
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○ 若年者が統合失調症を発症した場合の重症化の予防等のため早期支援体制の構築に向けた段階的な検討の実施。
※ まず、モデル的な実施に着手。その検証を踏まえ、普及について検討。

○ 精神医療の質の向上の取組とあわせて、支援を適切に行うことのできる体制の整備を進めつつ、慎重に早期支援体制
の検討・具体化を進める。

③早期支援体制の検討

○ 救急医療、在宅医療等の充実を通じた、患者の身近な地域を単位とする地域医療体制の整備・確保。

○ 加えて、大まかに次のような機能を担う精神科医療機関が必要（あわせて地域医療体制との連携体制の構築）。
・ 高次の精神科救急を行う精神科病院
・ いわゆる総合病院精神科
・ 高齢者の診療を行う精神科病院
・ 極めて重症な患者に対し手厚い治療を行う精神科病院（ただし、若年患者の入院率や、諸外国の例から考える

と、必要な病床数はごく限定的）
・ その他の専門的な医療機能（児童思春期、依存症等）を有する精神科医療機関

○ 医療計画のいわゆる「4疾病5事業」（特に5事業）として精神医療を位置付けることについて検討。

○ 地域精神保健の機能の底上げを図るため、地域精神保健を担う行政機関である市町村、保健所、精神保健福祉セ
ンターの機能のあり方と連携体制の明確化、機能強化等について検討。

○ 自殺防止対策の観点も踏まえた、地域精神保健の機能の充実を図るための地域レベルでの連携の強化。

④地域精神保健医療提供体制の再編と精神科医療機関の機能の強化

精神病床における人員の充実・確保に加え、長期入院患者の病棟等の医療従事者と比べ、在宅医療、救急・急性期医療、
精神・身体合併症に対する医療、各領域の専門医療など、今後需要の見込まれる分野の医療従事者が相対的に増加する
よう施策を推進。

⑤精神科医療機関における従事者の確保
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l入院医療における人員基準の充実、急性期
医療への重点化
l精神科救急医療の確保・質の向上

l在宅医療（訪問診療・訪問看護等）の充実・
普及
l疾患・病状に応じた専門医療の確保

（認知症、身体合併症、気分障害等）

等

基本的考え方

l診療ガイドラインの作成・普及
l患者等への分かりやすい情報提供
l抗精神病薬の多剤・大量投与の改善
l精神医療に関する臨床指標の開発・情報公開

l精神科医の専門医制度の定着

l精神療法・児童思春期精神医療を含めた医師の研
修体制の確保
l医師以外の医療従事者の生涯教育・研修の推進
l心理職の一層の活用の検討

l研究費の確保
l病態解明、診断・治療法に関する研究の推進
l臨床研究の積極的推進
l施策の企画立案・検証等に関する研究の実施

に
掲げた取り組み

精神科における診療の質の向上

医療従事者の資質向上

研究開発の推進

u薬物療法等について、標準的な治療を促進
u医療従事者の資質向上
u実態解明、治療法開発等の研究の推進

２ 精神医療の質の向上

１ 精神保健医療体系の再構築

改革の具体像
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u相談支援・ケアマネジメントの充実強化
u地域における支援体制づくり
u居住系の福祉サービスの確保
u精神障害者の地域生活を支える医療体制の充実

基本的考え方

医療サービス

l 精神科救急医療体制の確保
－精神科救急医療システムの機能強化
－精神・身体合併症を有する救急搬送

患者の受け入れ体制の確保
－精神科救急医療を担う医療機関の

機能の向上

l 精神保健指定医の確保

l 未治療者・治療中断者等に対する
支援体制の強化

－訪問による多職種チームでの支
援体制の構築

l 精神科訪問看護・訪問診療の充実
－訪問看護の普及促進
－重症者・多様なニーズへの訪問看護

等による対応の強化

l 精神科デイ・ケア等の重点化

障害福祉サービス等

l 相談支援の充実
－退院時の支援、24時間の支援

l 自立支援協議会の活性化
l ケアマネジメント機能の充実

－対象者の拡大、支給決定前の
計画作成、モニタリングの充実

l ケアマネジメントにおける医
療・福祉の連携強化

l 重症者への重点的・包括的
支援の実施

l 相談支援の質の向上
l 精神保健福祉士の資質向上

l グループホーム・ケアホーム
の整備促進、サービスの質の
向上

l 公営住宅への入居促進
l 公営住宅のグループホーム・

ケアホームとしての活用促進
l 民間賃貸住宅への入居促進

l 訪問による生活支援の充実
l ショートステイの充実
l 就労支援の強化
l 家族に対する支援の推進

l 地域生活移行の個別支援
l 福祉サービスの入院中から

の体験利用

相談支援・ケアマネ
ジメントの充実

サービス等の充実

住まいの場の確保

地域生活移行の支援

３ 地域生活支援体制の強化

本人・家族の視点に
立った支援の充実

l 政策検討への精神障害者
の参画

l ピアサポートの推進
l 家族支援の推進

改革の具体像
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基本的考え方

l ピアサポートの推進等による精神障害者自身への啓発を推進

l 地域移行を着実に進めること等により、地域住民に対して精神障
害者と触れ合う機会や精神障害者から学ぶ機会を充実

l 学齢期等の若年層とそれを取り巻く者を対象に、早期発見・早期
対応による重症化防止を図るために、適切なメッセージと媒体に
よる普及啓発を実施

l 医療関係者、報道関係者など対象に応じた普及啓発の基礎資
料として、統合失調症をはじめとする精神疾患の正しい理解を促
すためにインターネット等の情報源を整備し、治療法・支援策、研
究成果等の情報発信を充実

u国民一般への啓発から、ターゲットを明確化した普及啓発へ
u「だれに」「何を」「どのように」伝えるかを明確に

• 精神保健医療福祉の改革ビジョンの目標（誰もがかかりうることへの理解）には一定の進捗がみられる
• 一方、統合失調症に対する理解が大きく遅れている

これまでの取り組みと成果

画一的
メッセージ

国民一般を対象とした啓発

ターゲットを明確化した啓発

個別のメッセージ 本人

若者等

専門家

（例）

◆ ターゲット毎に適切なメッセージ・方法で普及啓発を実施し効果を
検証
※目標値については別途設定

適切な伝達方法

国民
全員

４ 普及啓発（国民の理解の深化）の重点的実施

改革の具体像
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５ 目標値の設定

33.4
31.6 30.9 31.2

31.1
30.1

29.2

29.7

24
26
28
30
32
34

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

21.7
21.0 20.6

21.6
20.9

21.4
23.0

20

22

24

26

28

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

１年未満群の平均残存率

１年以上群の退院率

目標値
２４％

目標値
２９％

Ⅱ 改革ビジョンにおける目標値 （Ｈ１６より継続）

※目標の達成等に向けて、更に以下を推進
l個々の医療機関による病床減少・医療の質の向上の取組を直接に支援し促す方策を具体化
l個々の事業（予算事業等）単位で施策の実施状況に関する目標を設定

（例：認知症疾患医療センター、精神科訪問看護の整備 等）
l普及啓発施策に関する目標に関しても別途設定

◆ 各都道府県の平均残存率（1年未満群）
24％以下

◆ 各都道府県の退院率（1年以上群）
29％以上

精神病床入院患者の

（％）

（％）

これらの目標により、精神病床35.1万床（H19.10）
について、約7万床相当の減少が促進される

＜目標値に基づく各都道府県の基準病床数の合計＞
平成21年現在：31.3万床 平成27年（試算）：28.2万床
※現在の病床数との差：6.9万床

● 統合失調症による入院患者数： 約15万人
（平成17年患者調査時点：19.6万人）

● 認知症に関する目標値：
平成23年度までに具体化

Ⅰ新たな目標値
21.5 21.2 20.1 19.6

2.8 3.7 4.4
5.2

0

10

20

30

H8 H11 H14 H17

目標値
15万

統合失調症

認知症

Ｈ２３年度
までに設定

入院患者数
（万人）

8



9

（
万
人
）

患者数内訳（外来患者数・入院患者数）

32.9 34.1 34.5

185.2 170
223.9

267.5

35.3
0

50

100

150

200

250

300

350

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年

外来患
者数

入院患
者数

204.1
218.1

302.8

資料：患者調査

258.4
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精神病床入院患者の疾病別内訳

資料：患者調査

（
千
人
）

14.6 13.7 10.3 9.6

10.2 8.1 8.2 7.2

23.8 30.1 32.8

4.3 6.6 11.4 18.617.5
17.8 16.8

16.6

214.9 211.5 201.2 196.5

19.5 21.3
22.2 24.4

5.3 5
3.7 3.6

11.1 11.5
10.7 11.3

4.7 3.8
3.6 3

33.5

0

50

100

150

200

250

300

350

H8 H11 H14 H17

てんかん

その他の精神及び行動の障害

神経症性障害、ストレス関連障
害及び身体表現性障害

気分[感情]障害（躁うつ病を含
む）

統合失調症、統合失調症型障
害及び妄想性障害

精神作用物質使用による精神
及び行動の障害

アルツハイマー病

血管性及び詳細不明の認知症

精神遅滞

その他

３２５．９ ３２９．４
３２０．９ ３２４．３
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精神疾患外来患者の疾病別内訳

資料：患者調査

（
千
人
）

55 75 84 9113 19 70
147

38 27
33

35

5 5
6

8
504 453

531
558

411 416

685

896459
417

494

580

66
71

91

111

309

227

251

266

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

H8 H11 H14 H17

てんかん

その他の精神及び行動の障害

神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性
障害

気分[感情]障害（躁うつ病を含む）

統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

その他の精神作用物質使用による精神及び行動
の障害

アルコール使用＜飲酒＞による精神及び行動の
障害

アルツハイマー病

血管性及び詳細不明の認知症

外来精神障害者総数(千人) １，８５２ １，７００ ２，２３９ ２，６７５

躁うつ病などの気分障害やアルツハイマーが増加
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精神病床の平均在院日数の推移

資料：病院報告

496
490 492 486

471 468

455

441

424

406

390

377 374
364

349
338

327
320.3

320

340

360

380

400

420

440

460

480

500

520

平成元年 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成8年 平成9年 平成1 0年平成1 1年平成1 2年平成1 3年平成1 4年平成1 5年平成1 6年平成1 7年平成1 8年

日

※平均在院日数=
年間在院患者延数

½×（年間新入院患者数＋年間退院患者数）
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96.1

107.4

112.4

87

91.4

98.3

102.3

46.3

47.2

44.9

46.7

97.4

93.7

81.1121.5

87.7

0 50 100 150 200 250 300 350 400

H8

H１１

Ｈ１４

Ｈ１７

１年未満 １年以上５年未満 ５年以上１０年未満 １０年以上

入院期間別疾患別推計入院患者数の年次推移

【精神疾患総数】

資料：患者調査

（単位：千人）

３５１．６

３４３．３

３３９．７

３２６．８
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新入院患者の残存曲線

資料：精神・障害保健課調

Ｈ１１→Ｈ１７で残存率は少し下がった。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

当
月

１
月

目
２
月

目
３
月

目
４
月

目
５
月

目
６
月

目
７
月

目
８
月

目
９
月

目

１
０月

目

１
１月

目

入院からの期間

平成１１年

平成１７年

１８％

１３％

※ 残存率＝
毎月の残留患者数合計

前年６月の入院患者数（％）
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資料：精神・障害保健課調

H16：2.8万床

H15：2.9万床
H14：2.9万床

H16：4.8万床
H15：4.8万床
H14：4.8万床

退院患者
H16年：7.6万人
（＋0.8万人）

H15年：6.8万人
（＋0.8万人）

H14年：6.0万人

退院患者
H16年：14.3万人

（＋0.9万人）

H15年：13.4万人
（＋0.8万人）

H14年：12.6万人

退院患者
Ｈ16年：4.7万人
（－0.3万人）

H15年：5.0万人
（＋0.3万人）

H14年：4.7万人

前年からの入院継続患者
Ｈ１６：22.6万人

（－0.3万人）

Ｈ１５：22.9万人
（－0.2万人）

Ｈ１４：23.1万人

うち翌年まで入院継続する者
１８万人

1年以上
3ヶ月以上
1年未満

1ヶ月以上
3ヶ月未満

約２３万床

H16：2.5万床

H15：2.4万床
H14：2.2万床

1ヶ月未満

年間新規
入院患者数

H16：37.8万人
（＋2.2万人）

H15：35.6万人
（＋2.4万人）

H14：33.2万人

退院患者
H16年：11.0万人

（＋0.6万人）

H15年：10.4万人
（＋0.4万人）

H14年：10.0万人

精神病床における患者の動態の年次推移

H16：30.2万人
（＋1.4万人）

H15：28.8万人
（＋1.6万人）

H14：27.2万人

H16：15.9万人
（＋0.5万人）

H15：15.4万人
（＋0.8万人）

H14：14.6万人

H16：4.9万人
（－0.1万人）

H15：5.0万人
（＋0.4万人）

H14：4.6万人
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8.9

9.7

10.1

10.3

1.2

1.1

1.2

1

0.8

0.9

0.8

0.9

0 2 4 6 8 10 12 14

平成８年

平成１１年

平成１４年

平成１７年

１年未満 １～５年 ５年以上

【統合失調症】 推計退院患者数（在院期間別）
※ 各年９月の退院者数（単位：千人）

在院期間別退院患者（実数）

資料：患者調査

資料：精神・障害保健課調

総数 １年未満
１年以上

５年未満

５年以上

１０年未満

１０年以上

２０年未満
２０年以上

平成１７年 ３０，４９８ ２６，５３０ ２，５６５ ６５０ ３８４ ３６９

平成１６年 ２９，９７２ ２６，０３７ ２，６１５ ５９３ ３８３ ３４４

平成１５年 ２８，７８０ ２４，６５１ ２，７０８ ６０５ ４１５ ４０１

平成１４年 ２７，２８０ ２３，３２２ ２，６０９ ５８０ ３８２ ３８７

※ 各年６月の退院者数（単位：人）



0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

利用者数

精神障害者の利用者数

障害福祉サービス利用者数に占める精神障害者の推移
（平成19年11月～平成21年3月の推移：国保連データ）

※精神障害者社会復帰施設(旧体系)
利用者数は含まれていない(他の障害
は、旧体系を含んでいる)

平成20年 平成21年平成19年

（人）

517,023

42,746 60,863

平成１９年１１月に
比べて約４２％増

平成１９年１１月に
比べて約１５％増
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11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

精神障害者の利
用者数 42,746 43,135 43,581 44,474 45,205 49,427 50,925 51,746 52,811 53,279 54,611 56,366 57,306 58,382 58,810 59,489 60,863

利用者数 517,023 518,064 515,672 519,440 527,470 546,965 553,514 557,606 564,488 564,621 569,926 576,695 579,753 583,097 580,568 583,252 593,924

精神障害者の占
める割合 8.3% 8.3% 8.5% 8.6% 8.6% 9.0% 9.2% 9.3% 9.4% 9.4% 9.6% 9.8% 9.9% 10.0% 10.1% 10.2% 10.2%

※複数サービスを利用している者は、各々カウントしている。

593,924



18

施設・事業体系の見直し

○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した
３３種類の既存施設・事業体系を、６つの日中活動に再編。

・ 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。

・ ２４時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。

・ 入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の乖離を解消。このため、１人１人の利用者に対し、身

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。

① 療養介護

⑤ 就労継続支援
（ 雇用型、非雇用型 ）

④ 就労移行支援

② 生活介護

③ 自立訓練

（ 福祉型 ）

（ 医療型 ）

※ 医療施設で実施。

以下から一又は複数の事業を選択

身 体 障 害 者 療 護 施 設

更 生 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ）

＜現 行＞ ＜見直し後＞

居住支援日中活動

授 産 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ・ 精 神 ） 施設への入所

又は

居住支援サービス

（ケアホーム、グループホーム、

福祉ホーム）

精 神 障 害 者 生 活 訓 練 施 設

小規模通所授産施設（身体･知的･精神）

福 祉 工 場 （ 身 体 ・ 知 的 ・ 精 神 ）

障 害 者 デ イ サ ー ビ ス

新
体
系
へ
移
行
（※

）

精神障害者地域生活支援センター

（ デ イ サ ー ビ ス 部 分 ）

重 症 心 身 障 害 児 施 設
（ 年 齢 超 過 児 ）

進行性筋萎縮症療養等給付事業

（ 機能訓練・生活訓練 ）

⑥ 地域活動支援センター
※ 概ね５年程度の経過措置期間内に移行。

【訓練等給付】

【介護給付】

【地域生活支援事業】
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新体系サービスの概要

療養介護

生活介護

自立訓練
（機能訓練・生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援

地域活動支援センター

施設への入所

ケアホーム

グループホーム

福祉ホーム

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介
護及び日常生活の世話を行います。

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創
作的活動又は生活活動の機会を提供します。

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力
の向上のために必要な訓練を行います。

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向
上のために必要な訓練を行います。

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向
上のために必要な訓練を行います。

創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設です。

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。

住居を必要としている人に、低額な料金で、居室等を提供するとともに、日常生活に
必要な支援を行います。

日
中
活
動

居
住
支
援

介
護
給
付

訓
練
等
給
付

地
域
生

活
支
援

事
業

地
域
生

活
支
援

事
業

訓
練
等

給
付

介
護
給
付
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34施設

5.9%

4

130施設

22.7%

3

191施設

33.4%

2

131施設

22.9%

1

86施設

15.0%

精神科における精神療法の実施状況

(医療機関の自己評価）
有効回答数：572

精神療法の実施が十分であるかを5段階で回答

5（十分である）-4-3（どちらでもない）-2-1（十分でない）

20

• 全国社会資源名簿（2002-2004）（財団法人：全国精神障害者家族連合会・編）にもとづき、精神科を有する全国の医療
施設2949施設（病院：1869施設、診療所：1080施設）の診療部長ないし施設長宛に調査用紙を郵送

• 回答施設数：586施設（回答率：20.3%）

平成17年度厚生労働科学研究「精神療法の実施方法と有効性に関する研究」主任研究者：大野裕

十分でない施設が37.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

認知行動療法

支持的精神療法

気分障害に対する精神療法の実施状況
（医療機関数の割合）

主に医師が施行

主に医師以外
が施行

主に他施設
に依頼

必要だが施行
していない

施行の必要
なし

知らない・
聞いたことがない

無回
答
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成人うつ病に対する
認知行動療法と薬物療法の治療反応率

(Hollon et al., 2005から引用)

データは、Blackburn et al.,1981; Murphy et al., 1984; Hollon et al., 1992; Keller et al., 2000による。

併用療法の効果の背景
①症状の改善や日常生活の
機能改善による
②異なる治療法の併用によ
り臨床改善がえられ、それ
が治療反応率を上げる
③精神療法が薬物療法の受
け入れや忍容性を向上させ
ることより、治療のアドヒ
アランスを引き上げる
④認知行動療法などの精神
療法は長期間に渡っても再
発予防に効果を示すことか
ら維持治療に有効

慶應義塾大学大野裕先生提供資料



統合失調症患者に対する抗精神病薬併用投与に関する
国際比較

0% 20% 40% 60% 80% 100%

アメリカ (98)

オーストラリア(98)

ニュージーランド (00)

イギリス (99)

台湾 (01)

中国 (01)

韓国 (01)

イタリア (98)

ドイツ (01)

カナダ (98)

ハンガリー (99)

フランス (96)

シンガポール (99)

トリニダート・トバゴ (00)

香港 (96)

日本 (00)

単剤 ２剤 ３剤以上

稲垣（2005）より引用・改変
慶應義塾大学 稲垣中先生 提供資料
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統合失調症患者の状態と退院可能性（まとめ）

10.5%

36.7%

4.5%

26.2%

22.1%

患者数
の割合

１：特別な管理（入院治療）を要する身体合併症

２：次の項目のうちいずれかを満たす者、但し１を除く
・自傷他害の可能性 中程度以上
・奇妙な姿勢 毎日
・幻覚 高度以上
・罪業感 高度以上
・緊張 やや高度以上
・抑うつ気分 高度以上
・薬物療法の必要性の認識 不十分で服薬しない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．身体合併症

２．精神症状

３．ADL

４．IADL

５．その他

３：ベッド上の可動性、移乗、食事、トイレの使用の
4項目のうちいずれかでボディタッチを含む援助を要す
る者、但し１・２を除く

４： 食事の用意、家事一般、金銭管理、薬の管理、電
話の利用、買い物、交通手段の利用のいずれかが非
常に困難な者、 但し１～３を除く

５： １～４以外の者

① 現在の状態でも居
住先・支援が整え
ば退院可能

③ 状態の改善が見
込まれるので、
居住先・支援が
整えば近い将来
退院可能

② 状態の改善が見込ま
れるので、居住先・
支援などを新たに用
意しなくても近い将
来退院見込み

④ 近い将来退院の
見込みはない

分類の定義

23
「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）



一般救急と精神科救急の連携における課題

救急搬送時に一般救急・精神科救急のいずれかに振り分け

一般救急の情報センター 精神科救急情報センター

一般救急

精神科リエゾンでの対応
＜救命救急料の加算
（１回につき3000点）＞

（H20 診療報酬改訂）

精神科救急

身体合併症対応施設での対応

＜精神科救急医療体制整備事
業 H20～＞

精神科を有する
一般病院

内科、整形外科等
併設の精神科病院

精神科のない
一般病院

単科の
精神科病院

身体の傷病と精神疾患の合併した患者

身体＞精神 身体・精神 身体＜精神
（要救急対応） （要救急対応） （要救急対応） （要救急対応）

連携の不足

患者の紹介
が困難

精神疾患への
対応が困難

身体疾患への
対応が困難連携の

不足

対応できる
医療機関不足

連携の
不足

判断が困難

【様々な状況
・重症度】

ＰＳＷ

H21新規配置

ＰＳＷ

H21新規配置
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34
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54

41

9

23

2

12 9

1

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=9414)

１回 ２回 ３回 ４～５回 ６～１０回 １１回～

精神疾患を背景
に有する者
(n=155)

救急搬送における医療機関の受入状況等詳細調査結果

○調査対象：
平成20年12月16日（火） 8:30～22日（月）8:29 に東京消防庁管内で救急搬送した全事案（転院搬送除く）
計9,414件

図１．医療機関に受入の照会を行った回数：

図２．現場滞在時間

全体
(n=9414)

精神疾患を背景
に有する者
(n=155) １5分未満 15～30分 30～45分 45～

60分
60～
90分

90分以上

総務省消防庁資料より作成 25



★
★
★

★
★

★
★

★

★
★★

★

★
★★

★
★

★

★
★

★

栃木県立
群馬県立

千葉県立・国立国府台・旭中央・国立下総
袖ヶ浦さつき台・初石・成田日赤

石川県立・松原

神奈川県立・済生会横浜

聖隷三方原・沼津中央・
清水駿府・静岡県立・鷹岡

ひなが・
三重県立

大阪府立・さわ・阪南・国分
ほくとクリニック・浅香山

せのがわ

松山記念

国立肥前

新垣・平安

山梨県立

精神科救急入院料届出施設

（平成２１年2月末現在5６施設）
斜体は民間病院（25）、下線は合併症型（3）

京都府立

★

東京武蔵野・成増厚生・都立松沢
★

★

★

★

土佐

佐藤・山形さくら町

旭川圭泉

岡山県立

★

宮城県立

★

埼玉県立・北辰

★

★★

兵庫県立・
高岡

★

福井県立

★

福岡県立・のぞえ

★
長崎県立

★

奈良県立

★

★

★★

★

★

★

山口県立・下関

★

松蔭

★

★

★

★

★

徳島県立

★

★

茨城県立

静岡県立こころの医療センター平田豊明先生提供資料
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精神病床に入院中の患者における身体合併症の有無

「精神病床の利用状況に関する調査」より
（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）

日常的
な管理を
要する,
5,563,
33%

特別な
管理を要

する,
2,457,
14%

ない,
8,987,
53%

(有効回答数 17,007)

全体

特別な管理： 入院治療が適当な程度
日常的な管理： 外来通院が適当な程度
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統合失調症の入院患者における身体合併症(有無・種類)

ない 59.9%

日常的な管理を
要する  29.6%

特別な管理を
要する  10.5%

2.3

1.8

2.3

2.4

2.9

4.0

4.2

5.6

6.1

8.8

9.8

11.6

12.1

25.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

その他

血液・免疫疾患

感染症

眼疾患

損傷・中毒

尿路性器系疾患

皮膚疾患

新生物

呼吸器系疾患

神経系疾患

筋・骨格系疾患

消化器疾患

循環器疾患

内分泌・代謝疾患

身体合併症を持つ人の割合 身体合併症の種類

「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）

(有効回答数 9,781名) (有効回答数 826名)
%

特別な管理： 入院治療が適当な程度
日常的な管理： 外来通院が適当な程度
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症状性を含む器質性精神障害 （主に認知症）の
入院患者における身体合併症の有無

ない
34.2%

日常的な
管理を要

する
40.9%

特別な管
理を要す

る
24.9%

（有効回答数 3,376人)

「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）

身体合併症を持つ人の割合 身体合併症の種類

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

その他

耳疾患

血液・免疫疾患

眼疾患

損傷・中毒

新生物

皮膚疾患

尿路疾患

筋骨格系疾患

感染症

消化器疾患

呼吸器疾患

神経疾患

内分泌・代謝疾患

循環器疾患

(有効回答数 638人)

%
特別な管理： 入院治療が適当な程度
日常的な管理： 外来通院が適当な程度
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総合病院精神科病床の減少
（床）

（総合病院基礎調査などから算出）

（272施設） （266施設） （260施設）

（248施設）

2007年の病床数は2002年の92.1％に減少
2007年の施設数は2002年の91.2％に減少

日本総合病院精神医学会藤原修一郎先生提供データより作成

（施設）
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